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１．事業の概要

【事業の位置】

栃木県鹿沼市（南摩ダム：利根川水系南摩川）

【南摩ダム】

型 式：表面遮水壁型ロックフィルダム（CFRD）

ダムの高さ：86.5m

総貯水容量：51,000千m3

有効貯水容量：50,000千m3

【導 水 施 設】

黒川導水路 延長約3km 最大通水量 8m3/s 

大芦川導水路 延長約6km 最大通水量20m3/s 

南摩機場等 一式

【工 期】

昭和44年度～平成27年度

【事業費】

約1,850億円

常時満水位
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◆南摩ダム ◆導水施設
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（１）計画の概要
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◆位置図



１．事業の概要

２

◆洪水調節

南摩ダム地点の計画高水流量130m3/sのうち125m3/sの洪水調節を行うことにより、思川沿川、
利根川中・下流の洪水被害の軽減を図ります。

◆流水の正常な機能の維持

南摩川、大芦川、黒川、思川および利根川沿川の既得用水の補給等、流水の正常な機能の維
持と増進を図ります。

また、利根川水系の異常渇水時には緊急水の補給を行います。

◆新規利水

栃木県、鹿沼市、小山市、古河市、五霞町、埼玉県および北千葉広域水道企業団の水道用水
として最大2.984m3/sを供給します。

（２）事業の目的

思川開発事業は、利根川水系渡良瀬川の支川思川の上流部南摩川に南摩ダム
を建設し、洪水調節を行うとともに、思川支川の黒川、大芦川と南摩ダムを
導水路で結び、効率的に水資源開発を行う事業です。



渡良瀬川

鬼怒川

思川

南摩川

大芦川

黒川

姿川

渡良瀬遊水池

凡例

流域界

中禅寺湖

南摩ダム

１．事業の概要

３

◆思川流域での過去の主要な災害

流出した間中橋(H14.7洪水）

（３）事業の必要性（洪水調節）

南摩ダム下流の思川沿川地域では、近年においても洪水被害が発生しています。

平成14年7月の出水においては、思川の乙女地点で観測史上、最大の流量を記録し、危険水位を超過する状況となり、ＪＲ両毛線
は不通、県道間中橋、市道小宅橋が流出し、小山市の一部が冠水するなどの被害が発生しました。
このため、南摩ダムにより洪水調節を行うことにより南摩川、思川沿川地域の洪水被害の軽減を図るとともに、利根川においても
河川の整備を行うほか、利根川上流のダムと相まって、洪水調節を行うことにより利根川沿川地域の洪水被害の軽減を図ります。

洪水発生年月日
主な浸水市町村

（　）内は被災時の市町村名

昭和13年（1938）6月（台風） 小山市（小山町、生井村）、鹿沼市（南摩村）

昭和22年（1947）9月（カスリーン台風）
小山市（生井村、寒川村）、栃木市（部屋村）、

野木町（野木村）

平成14年（2002）7月（台風6号） 小山市

思川の出水状況（H14.7洪水）

写真：栃木県思川圏域河川
整備計画(H19.7）より引用



※利根川本川の取水制限を行ったものを集計。昭和39年は、多摩川からの取
水制限の状況。

利根川等の主な渇水（取水制限）の状況

年

取水制限

制限日数
最大取水
制限率

影響の範囲

昭和３９年 ８４日 50% 東京都

昭和４７年 ４０日 15% １都２県

昭和４８年 ２２日 20% １都２県

昭和５３年 ５８日 20% １都４県

昭和５４年 ４１日 10% １都４県

昭和５５年 ４０日 10% １都４県

昭和５７年 ２２日 10% １都４県

昭和６２年 ７１日 30% １都５県

平成 ２年 ４５日 20% １都５県

平成 ６年 ６０日 30% １都５県

平成 ８年
７６日 10% １都５県

４１日 30% １都５県

平成９年 ５３日 10% １都５県

平成１３年 １８日 10% １都５県

平成２４年 ２３日 10% １都５県

平成２５年 ５７日 10% １都５県

大芦川（荒井川合流地点）

【渇水時の河川】

１．事業の概要
（３）事業の必要性（流水の正常な機能の維持）

利根川水系では、概ね3年に1回の割合で渇水が発生しています。
思川流域の沿川地域では、様々な用水として利用されていますが、渇水時には取水が困難となるほか、流量が減少したこと
により河川環境に影響が生じています。
このため、南摩ダムから補給を行うことで、既得用水の補給等、流水の正常な機能の維持と増進を図ります。

４

南摩川（豊年橋上流地点）

渇水時の状況（H24.8.29）通常時の状況（H17.4.6）

通常時の状況（H20.4.23） 渇水時の状況（H25.5.24）



１．事業の概要
（３）事業の必要性（新規利水）

思川開発事業により、栃木県、鹿沼市、小山市、古河市、五霞町、埼玉県および北千葉広域水道企業団に最大2.984m3/sの水
道用水を供給します。
なお、供給先のうち小山市、古河市、五霞町および埼玉県は、思川開発事業への参画を前提とした暫定水利権を取得して水
道用水をまかなっており、その水量は、思川開発事業により開発される水の約３割に相当します。

都市用水合計

水道用水

栃木県

鹿沼市

小山市

古河市

五霞町

埼玉県（非かんがい期）

北千葉広域水道企業団 0.313

0.200

0.219

0.586

0.100

1.163

用途・自治体 利水量(m3/s)

2.984

2.984

0.403

新規開発水量 2.984m3/s

暫定水利権（H25年度） 0.901m3/s

○水道用水の配分量（開発水量）

○暫定水利権取得の状況

○水道用水の供給地域

５
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２．事業の進捗状況

昭和44年度 実施計画調査に着手

昭和59年度 建設事業に着手

平成６年 ５月 事業実施方針の指示

11年 11月 事業実施方針（第１回変更）指示

12年 11月 建設省が「南摩ダム継続、大谷川分水中止」を決定

13年 12月 南摩ダム損失補償基準の妥結、補償契約の着手

14年 ３月 事業実施方針（第２回変更）指示

17年 ３月 水源地対策特別措置法に基づく水源地域整備計画が決定

９月 南摩ダム水没地の水没に係る77世帯の移転を完了

18年 11月 付替県道工事に着手

19年 ２月 工事用道路工事に着手

20年 ６月 南摩ダム関係の移転世帯の全80世帯の移転を完了

21年 ３月 仮排水路トンネル及び放流管敷設トンネル工事に着手

事業実施計画（第３回変更）認可

５月 思川開発導水施設建設工事の工事公告

10月 大臣コメント「平成21年度におけるダム事業の進め方について」が示された

12月 新たな基準に沿った検証の対象事業に区分

22年 １月 思川開発導水施設建設工事の入札中止

９月 国土交通大臣が個別ダム検証に係る検討を指示

12月 思川開発事業の関係地方公共団体からなる検討の場（第1回幹事会）

23年 ３月 仮排水路トンネル及び放流管敷設トンネル工事が完成

６月 思川開発事業の関係地方公共団体からなる検討の場（第2回幹事会）

24年 ６月 思川開発事業の関係地方公共団体からなる検討の場（第3回幹事会）

６

（１）事業の経緯



現在「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づく検討を行っているところです
が、検証が終了するまでの間は新たな段階（本体工事）に入らず、現在の段階（転流工）を継続し、地元
住民の生活設計等への支障に配慮した上で、必要最小限の事業を実施しています。

平成21年度におけるダム事業の進め方
（平成21年10月）抜粋

２．事業の進捗状況
（２）現在の事業の状況

７



（３）地域開発の状況（人口）
利根川の氾濫により浸水の恐れのある区域を含む市区町村の人口及び利根川・荒川水系におけるフルプラ
ン対象市区町村の人口は、ほぼ横ばいであり、大きな変化はありません。

（４）関連事業との整合（水道事業）

南摩ダムは、栃木県、鹿沼市、小山市、古河市、五霞町、埼玉県及び北千葉広域水道企業団の水道用水
の供給のための水源施設として位置づけられております。

思川開発事業の水道事業に係る事業評価（再評価）については、平成２５年１２月に、思川開発事業
（都市用水関係）評価委員会において審議が行われ、「引き続き事業を実施することが適切である」と評
価されています。

図１ 利根川の氾濫区域を含む市区町村の人口の変化※１,３

※１ 人口は、利根川の氾濫により浸水の恐れがある区域が含まれる１都５県の７７市区町の人口総数。

※３ 「平成22年国勢調査」（総務省）より作成。

図２ 利根川及び荒川水系におけるフルプラン対象市区町村の人口の変化※２,３

※２ 人口は、茨城県30市町村、栃木県19市町、群馬県35市町村、埼玉県64市町村、東京都51区市町、千葉県54市町村の人口総数。
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２．事業の進捗状況
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■事業用地の取得状況
■家屋移転の状況

組織区分
移転対象

(A)
契約済

(B)
移転済

進捗率
(B/A)

補償交渉委員会
（水没地）

77世帯 77世帯 77世帯 100%

室瀬対策協議会
（ダム直下）

3世帯 3世帯 3世帯 100%

合計 80世帯 80世帯 80世帯 100%

※大芦川導水路は区分地上権の設定面積

■道路用地の取得状況

光ヶ丘団地

思い川団地

10世帯

21世帯
49世帯

＜移転先内訳＞

個人移転

思い川団地

光ヶ丘団地
南摩ダム

黒川導水トンネル

大芦川導水トンネル

黒川
大芦川

荒井川

黒川取水・放流工 大芦川取水・放流工

２．事業の進捗状況

９

（５）補償の状況（平成26年3月末時点）

施 設 区 分 取得予定面積 取得済面積 未取得面積 進捗率

南摩ダム 375ha 369ha 6ha 98%

黒川取水・放流工 1.52ha 1.52ha － 100%

大芦川取水・放流工 1.47ha 1.47ha 100%

大芦川導水トンネル 0.17ha 0.17ha 100%

－

－

施 設 区 分 取得予定面積 取得済面積 未取得面積 進捗率

付替県道 4.02ha 4.02ha 100%

ダム下流工事用道路 0.48ha 0.48ha 100%

－

－



２．事業の進捗状況

●付替県道杓子沢6工区(H26.5完成）●付替県道1号トンネル(H24.8完成） ●付替県道杓子沢5工区(H26.5完成）●付替県道６号橋（H23.10竣工）

●8号橋上部工工事（H23.10 竣工）
１０

（６）工事の状況（付替県道工事等）

南摩ダム

西ノ入

大
芦
川
導
水
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流
入
水
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工
事
用
道
路
１
号
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南摩注水工

送水路

洪水吐き

J22
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J19
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J10

J 9

J 8

J 7

J 6

J 5

J 4

J 3

J 2

J 1

J23

J12

原石山

上久我栃木線
かみくがとちぎせん

付替県道

6号橋

杓子沢5工区杓子沢6工区

供用中
(0.8km) H22年度迄着手済

H23～H25年度着手

未着手

8号橋

これまでに、生活再建に係る工事として、付替県道工事等を実施しています。



ダム本体及び関連工事

導水路、送水路

及び関連工事

用地取得（導水路）

（3.159ha）区分地上権設定含む

県道改良（約13.2km）

補償基準他

用地取得（南摩ﾀﾞﾑ）
（375ha）

家屋移転

（80世帯）

付替県道（約6.4km）

H13.12 損失補償基準妥結

仮排水路トンネル

（H23.3完成）
ダム本体工 管理設備 試験湛水基礎掘削

送水路 南摩機場南摩注水工黒川導水路
大芦川導水路

黒川取水放流工
大芦川取水放流工

代替地造成

※付替県道については施工中の工事を含む

93%(13.1km）

用
地
取
得
及
び
補
償
工
事

（生
活
再
建
対
策
等
）

本
体
関
連
工
事

（平成26年3月末時点）

用地及び補償
（生活再建）

ダム本体関連工事
（転流工含む）

２．事業の進捗状況

１１

（７）用地及び補償・工事の進捗状況

98%(369ha)

100%(3.16ha)

100%(80世帯)

100%(31世帯)

63%(4.0km)

93%(12.2km)

3%(0.2km)

6%(0.9km)

：用地取得 ：代替地 H22年度迄 H23～25年度 ：付替県道等 ：本体関連

※平成26年3月末までに事業費約833億円を投資しています。 ［進捗率約45％（事業費ベース）］

（3.16ha）区分地上権設定含む



１２

３．事業の評価

チェック欄

■

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

項　　目

事業目的

事業目的に変更がない・事業目的に変更がない

判断根拠

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

費用対効果分析実施判定票

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％※以内]

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％※以内]

判　定

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％以上かつ前回評価時の
感度分析における下位ケース値が１．０を上回っている場合

事業費に変化がない

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

前回評価で費用対効果分析を実施している。

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％
以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上
回っている。

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

外的要因

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％※以内]
事業期間に変化がない

B/Cの算定方法に変更がない

需要量の減少が１０％以内

地元情勢等の変化がない

（１）前回からの状況変化



治水（公共）に係る
費用(C)の算定

河川（治水および渇水容
量を含む不特定）が負担す
る費用相当分として算定

治水に係る
便益(B)の算定

ダムによる年平均被
害軽減額として算定

1,864億円1,230億円

河川の水量確保、
渇水対策に係る
便益(B)の算定

ダムによる、河川の水量確保及び
異常渇水時における補給の被害軽
減額として算定

1,701 億円
河川の水量確保：912億円
渇水対策：790億円

治水に係る費用(C)
1,864億円

治水に係る便益(B)
2,990億円

Ｂ／Ｃ ＝1.6

残存価値に
係る便益(B)の

算定

評価対象期間後の
施設価値として計上

59億円

思川開発事業に伴う治水（洪水調節及び流水の正常な機能の維持）に係る総費用（Ｃ）は約

1,864億円、総便益（Ｂ）は、約2,990億円で、費用便益比（Ｂ／Ｃ）は約1.6となります。

※１ 四捨五入のため合計が一致しない場合がある

※今回の費用便益比は、現時点で得られる知見を用いて、現計画の総事業費及び工期をもとに、評価したものであり、ダム事業

の検証に係る検討において、改めて費用便益分析を行い、ご意見をお聴きする予定です。

【算出条件】・評価基準年次 ：平成２３年度（社会的割引率（４％）及びデフレーターを用いて現在価値化）

・評価対象期間 ：整備期間と施設の完成から５０年間

参 考

１３

３．事業の評価
（２）費用対効果分析

「注：費用対効果分析に係る項目は、平成２３年度評価時点」



様式－４４．事業の見込み等
（１）事業進捗の見込み

H25年度迄

H26年度着手

H27年度以降着手
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原石山

上久我栃木線
かみくがとちぎせん

付替県道

供用中
(0.8km)

笹之越路その２工事

粟沢進入路中流工区その２工事

粟沢進入路2-2工事

付替林道

西ノ入2号進入路工事

奈良出進入路工事 下奈良出進入路工事

粟沢7工区工事

１４

県
道

改
良

板荷引田トンネル工事

現在、ダム事業の検証に係る検討を行っているところです。
この間は、新たな段階には入らず、地元住民の生活設計等への支障に配慮した上で、付替県道等の生活再建に係る
工事等を引き続き進めてまいります。



計画高

500 6741 1500 500

1500

0.125% 0.125 %

1:
1.
50

1:1.50

1:1.50

500

ガードレール

Gr-C-4E

モルタル吹付水路

W1500～500 H500

ラス無　t=5cm

ガードレール

Gr-C-4E

種
子
散
布

種
子
散
布

300

路
床

路
体

路床材(付替県道1号トンネル掘削ずり)

南摩ダム

西ノ入

大
芦
川
導
水
路

流
入
水
路

工事用道路２号線(現道拡幅)

工
事
用
道
路
１
号
線

南摩注水工

送水路

洪水吐き

J22

J21

J20

J19

J18

J17

J16

J15

J14

J13

J11

J10

J 9

J 8

J 7

J 6

J 5

J 4

J 3

J 2

J 1

J23

J12

原石山

上久我栃木線
かみくがとちぎせん

路床材に購入土を使用する設計だったが、付替県道1号トンネル工
事で発生したトンネル掘削ずりを使用することにより、工事費を縮減。
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【①付替県道進入路工事】

トンネル掘削残土は当初建設発生土受入地に搬出する計画としてい
たが、他工事へ掘削残土の流用を促進するため近隣に新たな仮置場
を整備し、運搬距離が短縮され掘削残土の運搬に係る費用を縮減。

付替県道の補強土壁工において、置換コンクリートによるフーチング基礎を
計画していたが、床掘後、想定より岩盤線が浅かったことから、通常基礎とす
ることでコンクリート打設量を低減させることにより工事費を縮減。

事業監理協議会での報告事例 １５

４．事業の見込み等
（２）コスト縮減

【②付替県道橋梁上部工工事】

橋梁工事における架設基礎(ベント基礎）は従来、撤去し原形復旧するもので
あるが、当該工事においてベント基礎を設置する場所は道路用地内であり、第
三者に対する安全性も確保できることから、道路管理者と協議のうえ、ベント基
礎を存置する形で、最小限の原形復旧をすることにより撤去費用を縮減。

【④付替県道擁壁工事】【③付替県道トンネル工事】

思川開発事業では、平成21年度より関係自治体、利水者からなる「思川開発事業監理協議会」を設置し、コスト縮減
に努めています。
現在進めているダム事業の検証に係る検討においては、平成22年9月28日に示された「ダム事業の検証に係る検討に
関する再評価実施要領細目」に基づき、代替案の比較を行っているところです。



関係都県 再評価における意見

茨 城 県

思川開発事業は、本県にとって治水・利水上、必要な事業であることから、早期に検
証を終了させ、速やかに事業を進めることを強く要望いたします。

なお、事業実施にあたっては、より一層のコスト縮減を図るようお願いいたします。

栃 木 県
検証作業を早期に終結させ、本体工事に着手されるよう要望する。また、ダム建設に

伴う生活関連事業を継続的かつ確実に実施されるようお願いする。

埼 玉 県

昭和２２年のカスリーン台風時に利根川が氾濫し、甚大な被害を受けた埼玉県にとっ
て、利根川の治水対策は県民の安心・安全を確保する上で大変重要な課題である。

思川開発事業は、渡良瀬川、利根川の治水安全度を向上させるとともに、都市用水
の安定的な供給の面からも必要不可欠である。

したがって、速やかに検証作業を終了させ、早期に本体工事に着手し、事業を完成さ
せるようお願いする。

千 葉 県
思川開発事業は、本県にとって治水・利水上必要不可欠な事業であることから、十分

な検証を行い、コスト縮減を図るとともに早期に完了させることを要望します。

東 京 都
当該事業については、速やかに十分な検証をすすめ、本体工事を着工すべきである。

事業実施にあたっては、一層のコスト縮減を図るようお願いする。

１６

５．関連自治体等の意見



新たな段階には入らず、生活再建事業を継続します。

・ 思川開発事業については、ダム事業の検証における検証対象事業として、現在「ダム事業の

検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づく検討を行っているところですが、そ

の結果を得るまでの間に従前の手法に基づき行った今回の事業再評価の結果としては、新た

な段階に入らず、現在の段階（転流工段階）を継続することが妥当と考えます。

※ 今後は、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づく検証の検討
内容を踏まえて作成した対応方針の原案について、改めて本事業評価監視委員会で「事業の
継続または中止の方針」についてご意見をお聴きした上で、対応方針（案）を決定し、国土交通
大臣に報告することとしています。

１７

６．今後の対応方針（原案）


